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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ゲル化剤を含む硬化性インクを基材上に噴射することにより、基材上で画像パターンを
形成し、噴射時のインクは前記インクのゲル温度より高い温度である、工程と、
　前記パターンのインクを前記インクのゲル温度より低い温度まで冷却する工程と、
　前記冷却工程後、少なくとも１つの微粒子材料を前記形成させたインクパターンに適用
する工程と、
　前記適用工程後、前記インクを硬化する工程と、
　を含む、画像を形成する方法。
【請求項２】
　ゲル化剤を含む硬化性インクを基材上に噴射することにより、基材上で画像パターンを
形成し、噴射時のインクは前記インクのゲル温度より高い温度である、工程と、
　前記パターンのインクを前記インクのゲル温度より低い温度まで冷却する工程と、
　前記冷却工程後、磁性粒子材料を前記形成させたインクパターンに適用する工程と、
　前記適用工程後、前記インクを硬化する工程と、
　を含む、プロセスにより形成された画像。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】



(2) JP 5260574 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

　本明細書では、粒子材料のためのレシーバ（ｒｅｃｅｉｖｅｒ）として使用される、ゲ
ル状態を形成することができるゲル化剤を有するインクを開示する。インクは、噴射され
た時には液体であるが、直ちに、基材上でインクゲル温度より低い温度まで冷却されると
、硬化前に、粘着性／半固体／ゲル状態になる。様々な乾燥粉末をインクに適用し、その
後、インクを硬化させた時に定位置に固定することができる。
【背景技術】
【０００２】
　磁気インク文字認識、すなわちＭＩＣＲ、文書およびインクは公知である。そのような
インクは一般にセキュリティ文書、または安全な特徴が必要とされる文書、例えば、小切
手の印刷および作成において使用される。
【０００３】
　現在のＭＩＣＲ技術は、読み手に対してロバスト信号を提供するために、長さがμｍの
大きな粒子、および高負荷、２５～５０質量％（質量％）に頼っている。
【０００４】
　かなりの粒子を含む物質から基材上で画像を形成するには、別の同様の問題が存在する
。高負荷の物質を用いる画像形成はまた、インクジェット技術への変換において同様の困
難に直面する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００７／０１２３６０６号公報
【特許文献２】米国特許第５，１９５，４３０号明細書
【特許文献３】米国特許第５，３８９，９５８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　安価で正確なインクジェット画像形成プロセスを用いて、磁性の、または大きな粒子を
経済的にかつ効率的に組み入れるための方法が依然として必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明による画像を形成する方法は、ゲル化剤を含む硬化性インクを基材上に噴射する
ことにより、基材上で画像パターンを形成し、噴射時の前記インクは前記インクのゲル温
度より高い温度である工程と、前記パターンのインクを前記インクのゲル温度より低い温
度まで冷却する工程と、前記冷却工程後、少なくとも１つの微粒子材料を前記形成させた
インクパターンに適用する工程と、前記適用工程後、前記インクを硬化する工程と、を含
む。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　未硬化状態では、基材上のゲル化剤を含むインクは、現在、噴射させることが困難であ
る、磁性粒子または他の大きな粒子、例えば、約２５０ｎｍ以上のサイズを有する粒子の
ための良好なレセプタクル（ｒｅｃｅｐｔａｃｌｅ）となることが見出されている。基材
上に適用された粒子材料は高濃度のゲル化インクに粘着するが、一方、インクのない基材
領域から自由に離れ落ちる。そのようなプロセスに対する利点は、従来の噴射により正確
に、かつ迅速に基材上のインクを用いて画像形成することができるが、一方、依然として
、粒子材料の受容材料への噴射後適用を用いると噴射不可能な顔料または粒子を含む画像
が都合良く形成されることである。
【０００９】
　本明細書で使用されるように、「インク」はインクジェットにより噴射される任意の材
料を示す。インクは、少なくとも１つのゲル化剤を含み、ゲル化剤のみで構成されてもよ
い。すなわち、インクビヒクルはゲル化剤のみを含み、または本明細書で記載される別の
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ビヒクル成分と混合されたゲル化剤を含んでもよい。
【００１０】
　実施形態において、粒子材料は、適用後インクを硬化させることにより、インク内に密
封される。硬化は、使用するインクビヒクルに対し適当な任意の技術を使用して実施する
ことができ、例えば、ＵＶ硬化、他の放射線硬化、ｅ－ビーム硬化、などが挙げられる。
【００１１】
　本明細書では、硬化は、例えば、化学線への放射による分子量の増加、例えば、架橋、
鎖延長、などを受けるインク中の硬化可能な材料を示す。
【００１２】
　本明細書で使用されるように放射線硬化性は、光源および熱源を含み、開始剤の存在下
または非存在下を含む放射線源への暴露による硬化の全ての形態を対象とするものである
。放射線硬化の例としては、必要に応じて用いられる光開始剤および／または増感剤の存
在下での、例えば、約２００から約４００ｎｍの波長を有する紫外（ＵＶ）光、可視光な
ど、必要に応じて用いられる光開始剤の存在下でのｅ－ビーム放射線、任意で必要に応じ
て用いられる高温熱開始剤（相変化インクにおいて使用される場合噴射温度では大体は不
活性である可能性がある）の存在下での熱硬化、および適当なそれらの組み合わせが挙げ
られる。
【００１３】
　インクの硬化は、インク画像を、任意の所望のまたは有効な波長、１つの実施形態では
、少なくとも２００ｎｍ、および１つの実施形態では約４８０ｎｍ以下の化学線に暴露す
ることにより実施することができるが、波長はこれらの範囲外とすることができる。
【００１４】
　放射線硬化性相変化インクは一般に、少なくとも１つの硬化性モノマー、少なくとも１
つの相変化剤またはゲル化剤、および必要に応じて用いられる着色剤を含む。これらのイ
ンクはさらに、硬化性モノマーの重合を開始させる少なくとも１つの光開始剤を含んでも
よい。
【００１５】
　インクビヒクルは少なくとも１つの硬化性モノマーを含んでもよい。適したモノマー材
料の例としては、プロポキシル化ネオペンチルグリコールジアクリレート、イソボルニル
アクリレート、イソボルニルメタクリレート、ラウリルアクリレート、ラウリルメタクリ
レート、イソデシルアクリレート、イソデシルメタクリレート、カプロラクトンアクリレ
ート、２－フェノキシエチルアクリレート、イソオクチルアクリレート、イソオクチルメ
タクリレート、ブチルアクリレート、など、ならびにそれらの混合物が挙げられる。さら
に、多官能性アクリレートおよびメタクリレートモノマー類およびオリゴマー類を、相変
化インクキャリア中に反応性希釈剤として、および硬化させた像の架橋密度を増加させ、
これにより硬化させた像の靱性を増強させることができる材料として含有させることがで
きる。適した多官能性アクリレートおよびメタクリレートモノマー類およびオリゴマー類
の例としては、ペンタエリトリトールテトラアクリレート、ペンタエリトリトールテトラ
メタクリレート、１，２－エチレングリコールジアクリレート、１，２－エチレングリコ
ールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジ
オールジメタクリレート、１，１２－ドデカノールジアクリレート、１，１２－ドデカノ
ールジメタクリレート、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートトリアクリレ
ート、ヘキサンジオールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ジ
プロピレングリコールジアクリレート、アミン修飾ポリエーテルアクリレート類、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、グリセロールプロポキシレートトリアクリレート、
ジペンタエリトリトールペンタアクリレート、ジペンタエリトリトールヘキサアクリレー
ト、エトキシル化ペンタエリトリトールテトラアクリレートなど、ならびにそれらの混合
物が挙げられる。反応性希釈剤をインクキャリア材料に添加する場合、反応性希釈剤は、
任意の所望のまたは有効な量、１つの実施形態ではキャリアの少なくとも約１から約８０
質量％の量で、および別の実施形態ではキャリアの少なくとも約３５から約７０質量％ま
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での量で添加される。
【００１６】
　ゲル化剤を含む任意の硬化性インクを使用してもよい。ゲル化剤は下記式の化合物を含
んでもよい。
【００１７】
Ｒ１－Ｏ－［ＣＯ－Ｒ２－ＣＯ－ＮＨ－Ｒ３－ＮＨ］ｎ－ＣＯ－Ｒ２‘－ＣＯ－Ｏ－Ｒ１

’

【００１８】
　式において、Ｒ１およびＲ１’はそれぞれ独立して、以下の通りである。
【００１９】
　（ｉ）その中に少なくとも１つのエチレン不飽和を有し、１つの実施形態では少なくと
も約２つの炭素原子を有し、１つの実施形態では約１００以下の炭素原子を有するが、炭
素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、アルキル基（直鎖および分枝、環状お
よび非環状、ならびに置換および非置換アルキル基を含み、ここで、ヘテロ原子、例えば
酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ素などがアルキル基中に存在してもよく、または
存在しなくてもよい）である。
【００２０】
　（ｉｉ）その中に少なくとも１つのエチレン不飽和を有し、１つの実施形態では少なく
とも約６つの炭素原子を有し、１つの実施形態では約１００以下の炭素原子を有するが、
炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、アリールアルキル基（置換および非
置換アリールアルキル基を含み、ここで、アリールアルキル基のアルキル部分は、直鎖ま
たは分枝、環状または非環状、および置換または非置換とすることができ、ヘテロ原子、
例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ素などがアリールアルキル基のアリールま
たはアルキル部分のいずれかに存在してもよく、または存在しなくてもよい）、例えば、
ベンジルなどである。
【００２１】
　または、（ｉｉｉ）その中に少なくとも１つのエチレン不飽和を有し、１つの実施形態
では少なくとも約６つの炭素原子を有し、１つの実施形態では約１００以下の炭素原子を
有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、アルキルアリール基（置
換および非置換アルキルアリール基を含み、ここで、アルキルアリール基のアルキル部分
は、直鎖または分枝、環状または非環状、および置換または非置換とすることができ、ヘ
テロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ素などがアルキルアリール基の
アリールまたはアルキル部分のいずれかに存在してもよく、または存在しなくてもよい）
、例えば、トリルなどである。ここで、置換アルキル、アリールアルキル、およびアルキ
ルアリール基上の置換基は、ハロゲン原子、エーテル基、アルデヒド基、ケトン基、エス
テル基、アミド基、カルボニル基、チオカルボニル基、スルフェート基、スルホネート基
、スルホン酸基、スルフィド基、スルホキシド基、ホスフィン基、ホスホニウム基、ホス
フェート基、ニトリル基、メルカプト基、ニトロ基、ニトロソ基、スルホン基、アシル基
、酸無水物基、アジド基、アゾ基、シアナト基、イソシアナト基、チオシアナト基、イソ
チオシアナト基、カルボキシレート基、カルボン酸基、ウレタン基、尿素基、それらの混
合物、などとすることができ、ここで、２つ以上の置換基を共に連結させて環を形成させ
ることができる。
【００２２】
　Ｒ２およびＲ２‘はそれぞれ独立して、以下の通りである。
【００２３】
　（ｉ）１つの実施形態では少なくとも２つの炭素原子を有し、１つの実施形態では約１
００以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、ア
ルキレン基（ここで、アルキレン基は二価脂肪族基またはアルキル基として規定され、直
鎖および分枝、飽和および不飽和、環状および非環状、ならびに置換および非置換アルキ
レン基を含み、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ素などがアル
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キレン基中に存在してもよく、または存在しなくてもよい）である。
【００２４】
　（ｉｉ）１つの実施形態では少なくとも約５つの炭素原子を有し、１つの実施形態では
約１００以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる
、アリーレン基（ここで、アリーレン基は二価芳香族基またはアリール基として規定され
、置換および非置換アリーレン基を含み、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素
、リン、ホウ素などがアリーレン基中に存在してもよく、または存在しなくてもよい）で
ある。
【００２５】
　（ｉｉｉ）１つの実施形態では少なくとも約６つの炭素原子を有し、１つの実施形態で
は約１００以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができ
る、アリールアルキレン基（ここで、アリールアルキレン基は二価アリールアルキル基と
して規定され、置換および非置換アリールアルキレン基を含み、アリールアルキレン基の
アルキル部分は、直鎖または分枝、飽和または不飽和、環状または非環状、および置換ま
たは非置換とすることができ、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホ
ウ素などがアリールアルキレン基のアリールまたはアルキル部分のいずれか中に存在して
もよく、または存在しなくてもよい）である。
【００２６】
　または、（ｉｖ）１つの実施形態では少なくとも約６つの炭素原子を有し、１つの実施
形態では約１００以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすること
ができる、アルキルアリーレン基（ここで、アルキルアリーレン基は二価アルキルアリー
ル基として規定され、置換および非置換アルキルアリーレン基を含み、アルキルアリーレ
ン基のアルキル部分は、直鎖または分枝、飽和または不飽和、環状または非環状、および
置換または非置換とすることができ、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リ
ン、ホウ素などがアルキルアリーレン基のアリールまたはアルキル部分のいずれか中に存
在してもよく、または存在しなくてもよい）、ここで、置換アルキレン、アリーレン、ア
リールアルキレン、およびアルキルアリーレン基上の置換基は、ピリジン基、ピリジニウ
ム基、エーテル基、アルデヒド基、ケトン基、エステル基、アミド基、カルボニル基、チ
オカルボニル基、スルフィド基、ホスフィン基、ホスホニウム基、ホスフェート基、ニト
リル基、メルカプト基、ニトロ基、ニトロソ基、アシル基、酸無水物基、アジド基、アゾ
基、チオシアナト基、カルボキシレート基、ウレタン基、尿素基、それらの混合物、など
とすることができ、ここで、２つ以上の置換基を共に連結させて環を形成させることがで
きる。
【００２７】
　Ｒ３は以下の通りである。
【００２８】
　（ｉ）１つの実施形態では少なくとも２つの炭素原子を有し、１つの実施形態では約８
０以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、アル
キレン基（ここで、アルキレン基は二価脂肪族基またはアルキル基として規定され、直鎖
および分枝、飽和および不飽和、環状および非環状、ならびに置換および非置換アルキレ
ン基を含み、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ素などがアルキ
レン基中に存在してもよく、または存在しなくてもよい）である。
【００２９】
　（ｉｉ）１つの実施形態では少なくとも約５つの炭素原子を有し、１つの実施形態では
約５０以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる、
アリーレン基（ここで、アリーレン基は二価芳香族基またはアリール基として規定され、
置換および非置換アリーレン基を含み、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、
リン、ホウ素などがアリーレン基中に存在してもよく、または存在しなくてもよい）であ
る。
【００３０】
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　（ｉｉｉ）１つの実施形態では少なくとも約６つの炭素原子を有し、１つの実施形態で
は約５０以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることができる
、アリールアルキレン基（ここで、アリールアルキレン基は二価アリールアルキル基とし
て規定され、置換および非置換アリールアルキレン基を含み、アリールアルキレン基のア
ルキル部分は、直鎖または分枝、飽和または不飽和、環状または非環状、および置換また
は非置換とすることができ、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン、ホウ
素などがアリールアルキレン基のアリールまたはアルキル部分のいずれか中に存在しても
よく、または存在しなくてもよい）である。
【００３１】
　または、（ｉｖ）１つの実施形態では少なくとも約６つの炭素原子を有し、１つの実施
形態では約５０以下の炭素原子を有するが、炭素原子の数はこれらの範囲外とすることが
できる、アルキルアリーレン基（ここで、アルキルアリーレン基は二価アルキルアリール
基として規定され、置換および非置換アルキルアリーレン基を含み、アルキルアリーレン
基のアルキル部分は、直鎖または分枝、飽和または不飽和、環状または非環状、および置
換または非置換とすることができ、ヘテロ原子、例えば酸素、窒素、硫黄、ケイ素、リン
、ホウ素などがアルキルアリーレン基のアリールまたはアルキル部分のいずれか中に存在
してもよく、または存在しなくてもよい）、ここで、置換アルキレン、アリーレン、アリ
ールアルキレン、およびアルキルアリーレン基上の置換基は、ピリジン基、ピリジニウム
基、エーテル基、アルデヒド基、ケトン基、エステル基、アミド基、カルボニル基、チオ
カルボニル基、スルフィド基、ホスフィン基、ホスホニウム基、ホスフェート基、ニトリ
ル基、メルカプト基、ニトロ基、ニトロソ基、アシル基、酸無水物基、アジド基、アゾ基
、カルボキシレート基、ウレタン基、尿素基、それらの混合物、などとすることができ、
ここで、２つ以上の置換基を共に連結させて環を形成させることができる。
【００３２】
　ならびに、ｎはアミド繰り返しユニットの数を表す整数であり、１つの実施形態では、
少なくとも１であり、および１つの実施形態では約２０以下であり、別の実施形態では約
１５以下であり、さらに別の実施形態では約１０以下であるが、ｎの値はこれらの範囲外
とすることができる。
【００３３】
　１つの特定の実施形態では、Ｒ１およびＲ１’はそれぞれ、式Ｈ２Ｃ＝ＣＨ－Ｏ－（Ｃ
Ｈ２）４－である。
【００３４】
　別の特定の実施形態では、Ｒ１およびＲ１’はそれぞれ、式Ｈ２Ｃ＝ＣＨ－Ｏ－（ＣＨ

２）２－Ｏ－（ＣＨ２）２－である。
【００３５】
　さらに別の特定の実施形態では、Ｒ１およびＲ１’はそれぞれ、式Ｈ２Ｃ＝ＣＨ－ＣＯ
－Ｏ－（ＣＨ２）２－である。
【００３６】
　さらに別の特定の実施形態では、Ｒ１およびＲ１’はそれぞれ、式Ｈ２Ｃ＝ＣＨ－ＣＯ
－Ｏ－（ＣＨ２）２－［Ｏ－ＣＯ－（ＣＨ２）５］２－である。
【００３７】
　別の特定の実施形態では、Ｒ１およびＲ１’に対する式は、米国特許出願公開第２００
７／０１２３６０６号の段落［００６１］－［００６２］において記載されている。
【００３８】
　１つの特定の実施形態では、Ｒ２およびＲ２’はそれぞれ、式－Ｃ３４Ｈ５６＋ａ－の
基であり、不飽和および環状基を含んでもよい分枝アルキレン基であり、ここで、ａは０
、１、２、３、４、５、６、７、８、９、１０、１１、または１２の整数であり、米国特
許出願公開第２００７／０１２３６０６号の段落［００６３］において記載されている式
の異性体が挙げられる（が、それらに限定されない）。
【００３９】
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　１つの特定の実施形態では、Ｒ３はエチレン（－ＣＨ２ＣＨ２－）基である。
【００４０】
　１つの特定の実施形態では、ｎは１または２である。
【００４１】
　特定の実施形態では、化合物は米国特許出願公開第２００７／０１２３６０６号の段落
［００６６］において記載されている式を有する。
【００４２】
　この式の材料の別の特定の例としては、米国特許出願公開第２００７／０１２３６０６
号の段落［００６７］において記載されている式のものが挙げられる。
【００４３】
　必要に応じて用いられる着色剤と、開始剤と、相変化インクビヒクルまたはキャリアと
、を含み、キャリアは本明細書で記載されている式の化合物を含んでもよい、相変化イン
クも本明細書では開示されている。
【００４４】
　式Ｒ１－Ｏ－［ＣＯ－Ｒ２－ＣＯ－ＮＨ－Ｒ３－ＮＨ］ｎ－ＣＯ－Ｒ２‘－ＣＯ－Ｏ－
Ｒ１’の化合物もまた、相変化インク中に任意の所望の、または有効な量で、１つの実施
形態ではインクキャリアの少なくとも約５質量％から約５０質量％までの量で、別の実施
形態ではインクキャリアの少なくとも約７．５質量％から約４０質量％までの量で、さら
に別の実施形態ではインクキャリアの少なくとも約１０質量％から約３０質量％までの量
で、存在してもよい。
【００４５】
　インクビヒクルは相変化インク中に任意の所望の、または有効な量で、１つの実施形態
ではインクの少なくとも約０．１質量％、別の実施形態ではインクの少なくとも約５０質
量％、さらに別の実施形態ではインクの少なくとも約７０質量％、およびさらに別の実施
形態ではインクの少なくとも約９０質量％の量で、ならびに、１つの実施形態ではインク
の約９７質量％以下、別の実施形態ではインクの約９５質量％以下、さらに別の実施形態
ではインクの約８５質量％以下の量で存在するが、量はこれらの範囲外とすることができ
る。
【００４６】
　硬化のためにインク中に含められるフリーラジカル開始剤の例としては、例えば、ベン
ジルケトン類、モノマーヒドロキシルケトン類、ポリマーヒドロキシルケトン類、α－ア
ミノケトン類、アシルホスフィンオキシド類、メタロセン類、ベンゾフェノン、ベンゾフ
ェノン誘導体類、などが挙げられる。
【００４７】
　必要に応じて、相変化インクはまた、水素原子を光開始剤に供与し、これにより重合を
開始するラジカル種を形成させることができ、かつ、フリーラジカル重合を阻害する溶存
酸素を消費し、これにより、重合速度を増加させることもできる共開始剤である、アミン
共力剤を含むことができる。適したアミン共力剤の例としては、エチル－４－ジメチルア
ミノベンゾエート、２－エチルヘキシル－４－ジメチルアミノベンゾエート、など、なら
びにそれらの混合物が挙げられる。
【００４８】
　本明細書で開示したインクのための開始剤は、任意の所望のまたは有効な波長の、１つ
の実施形態では少なくとも約２００ｎｍおよび１つの実施形態では約５６０ｎｍ以下、お
よび別の実施形態では約４２０ｎｍ以下の波長の放射線を吸収することができるが、波長
はこれらの範囲外とすることができる。
【００４９】
　開始剤はインク中に任意の所望の、または有効な量で、１つの実施形態ではインクの少
なくとも約０．５から約１５質量％、別の実施形態ではインクの少なくとも約１から約１
０質量％量で存在することができる。
【００５０】
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　組成物はまた、少なくとも１つの硬化性ワックスを含んでもよい。硬化性ワックスは、
他の成分と混和可能であり、硬化性モノマーと共に重合してポリマーを形成する任意のワ
ックス成分としてもよい。ワックスという用語は、例えば、一般にワックスと呼ばれる、
様々な天然材料、修飾された天然材料、および合成材料のいずれかを含む。
【００５１】
　硬化性ワックスの適した例としては、硬化性基を含む、または硬化性基で官能化された
ワックスが挙げられる。硬化性基は、例えば、アクリレート、メタクリレート、アルケン
、アリルエーテル、エポキシド、オキセタン、などを含んでもよい。これらのワックスは
、変換可能な官能基、例えば、カルボン酸またはヒドロキシルが備えられたワックスの反
応により合成させることができる。本明細書で記載されている硬化性ワックスは開示した
モノマー（類）と共に硬化させることができる。
【００５２】
　硬化性基により官能化させてもよいヒドロキシル－末端ポリエチレンワックス類の適し
た例としては、構造ＣＨ３－（ＣＨ２）ｎ－ＣＨ２ＯＨを有する炭素鎖混合物が挙げられ
るが、それらに限定されず、この場合、平均鎖長が約１６から約５０までの範囲とするこ
とができる、鎖長、ｎ、の混合物および同様の平均鎖長の直鎖低分子量ポリエチレンが存
在する。
【００５３】
　硬化性ワックスは、組成物中に、例えば、組成物の約０．１質量％から約３０質量％ま
で、例えば、組成物の約０．５質量％から約２０質量％まで、または約０．５質量％から
約１５質量％までの量で含有させることができる。
【００５４】
　放射線硬化性相変化インクはまた、必要に応じて、抗酸化剤を含むことができる。必要
に応じて用いられる抗酸化剤は、画像を酸化から保護することができ、また、インク調製
プロセスの加熱部分中にインク成分を酸化から保護することもできる。必要に応じて用い
る抗酸化剤は、存在する場合、インク中に任意の所望の、または有効な量で、１つの実施
形態では、インクキャリアの少なくとも約０．０１から約２０質量％まで、別の実施形態
では、インクキャリアの少なくとも約０．１から約５質量％まで、さらに別の実施形態で
は、インクキャリアの少なくとも約１から約３質量％までの量で存在する。
【００５５】
　相変化インクはまた、必要に応じて着色剤を含んでもよい。任意の所望の、または有効
な着色剤を使用することができ、染料、顔料、それらの混合物などが挙げられるが、ただ
し、着色剤をインクビヒクル中に溶解または分散させることができることを条件とする。
【００５６】
　着色剤は相変化インク中に、所望の色または色相を得るために任意の所望の、または有
効な量で、１つの実施形態では、インクの少なくとも約０．１から約１５質量％まで、別
の実施形態では、インクの少なくとも約０．２から約８質量％までの量で存在する。
【００５７】
　放射線硬化性相変化インクはまた、添加物を含むことができ、そのような添加物に関連
する公知の官能性がうまく利用される。そのような添加物としては、例えば、界面活性剤
、消泡剤、スリップおよびレベリング剤、顔料分散剤、など、ならびにそれらの混合物が
挙げられる。インクはまた、要望通り追加のモノマーまたはポリマー材料を含むことがで
きる。
【００５８】
　インク組成物は、任意の所望のまたは適した方法により調製することができる。例えば
、インク成分は、共に混合された後、ある温度、１つの実施形態では少なくとも約８０℃
、１つの実施形態では約１２０℃以下の温度まで加熱され、均一インク組成物が得られる
まで撹拌され、その後、インクは周囲温度（典型的には約２０から約２５℃まで）まで冷
却される。インクは周囲温度で固体である。
【００５９】
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　インク組成物は一般に、噴射温度、１つの実施形態では約５０℃から約１３０℃まで、
別の実施形態では約６０℃から約１２０℃まで、さらに別の実施形態では約７０℃以上、
約１１０℃までの温度で（しかしながら、噴射温度はこれらの範囲外とすることができる
）、１つの実施形態では２センチポアズから約３０センチポアズ、約５センチポアズから
約２０センチポアズ、および約７センチポアズから約１５センチポアズの溶融粘度を有す
る。
【００６０】
　実施形態では、インクは低温、特に約１１０℃より低い温度で、１つの実施形態では約
４０℃から約１１０℃、別の実施形態では約５０℃から約１１０℃、さらに別の実施形態
では約６０℃から約９０℃の温度で噴射されるが、噴射温度はこれらの範囲外とすること
ができる。このように、ゲル化剤は、基材に噴射されたインクにおいて急激な粘度増加を
起こすように使用することができる。
【００６１】
　実施形態では、インクがゲル状態を形成する温度は、インクの噴射温度より低い任意の
温度であり、１つの実施形態ではインクの噴射温度の約５℃以上低い任意の温度である。
ゲル状態は、１つの実施形態では少なくとも約２５℃の温度で、別の実施形態では少なく
とも約３０℃の温度で、および、１つの実施形態では約１００℃以下の温度で、別の実施
形態では約７０℃以下の温度で、さらに別の実施形態では約５０℃以下の温度で、形成さ
せることができるが、温度はこれらの範囲外とすることができる。インクが液体状態にあ
る噴射温度から、インクがゲル状態にあるゲル温度まで冷却されると、インク粘度の急激
で大きな増加が起こる。粘度増加は１つの特定の実施形態では、少なくとも１０２．５倍
の粘度増加である。
【００６２】
　中間転写部材上に堆積されたインク画像の粘度が、インクの噴射後に、著しく増加した
場合に、スミアのない安定で転写可能な画像が得られ、中間転写表面から最終記録シート
への最適転写効率および最適プリント品質を達成することができることが見出されている
。インクのための適したゲル化剤は、インクビヒクル中のモノマー類／オリゴマー類を迅
速に、かつ可逆的にゲル化させ、例えば、約３０℃から約１００℃まで、例えば約３０℃
から約７０℃までの温度範囲内の狭い相変化転移を明確に示すが、転移範囲はこれらの温
度範囲外とすることができる。１つの特定の実施形態におけるインクのゲル状態は、最低
、１０２．５センチポアズ、別の特定の実施形態では、１０３センチポアズを示し、転写
温度、１つの特定の実施形態では約３０から約７０℃では、噴射温度での粘度と比較した
場合、粘度増加を示す。１つの特定の実施形態は、噴射温度よりも約５℃から約１０℃低
い範囲で粘度が急激に増加し、最終的に噴射粘度の約１０４倍、別の実施形態では噴射粘
度の約１０５倍を超える粘度に到達する、ゲル化剤を含むインクに関するが、粘度はこれ
らの範囲外とすることができる。
【００６３】
　インクがゲル状態にある場合、インクの粘度は１つの実施形態では少なくとも約１，０
００センチポアズ、別の実施形態では少なくとも約１０，０００センチポアズ、さらに別
の実施形態では少なくとも約１００，０００センチポアズであるが、粘度はこれらの範囲
外とすることができる。ゲル状態の粘度の値は、１つの実施形態では少なくとも約１０３

センチポアズ、別の実施形態では少なくとも約１０４．５センチポアズ、および１つの実
施形態では約１０９センチポアズ以下、別の実施形態では約１０６．５センチポアズ以下
であるが、ゲル状態粘度はこれらの範囲外とすることができる。例えば、中間転写技術を
使用する場合、またはインクにじみおよびけば立ちの効果を最小に抑えるために多孔性紙
に直接噴射する場合、より高い粘度を使用することが好都合である。他方、プラスチック
などの多孔性の低い基材では、ドットゲインおよび個々のインクピクセルの凝集を制御す
るより低いインク粘度の使用に至る可能性がある。ゲル粘度はインク調合および基材温度
により制御することができる。放射線硬化性インクに対するゲル状態の別の利点は、約１
０３から約１０４センチポアズのより高い粘度により、インク中での酸素拡散を減少させ
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ることができ、ひいては、フリーラジカル開始におけるより速い硬化速度に至る可能性が
あることである。
【００６４】
　インクが中間転写部材上に印刷され、その後、最終基材に転写される印刷用途では、イ
ンクの粘度は、中間転写部材への接着を促進するために中間転写部材温度で約１０６セン
チポアズ以上まで増加させてもよく、インクが直接最終基材上に印刷される印刷用途では
、インクの粘度は、放射線への暴露により硬化するまで、最終基材中にインクが染みこま
ないように、および／または最終部材への接着を促進するために最終基材温度で約１０６

センチポアズ以上まで増加させてもよい。実施形態では、インクが印刷され、インク粘度
が約１０６センチポアズ以上まで増加する中間転写部材または最終基材の温度は約５０℃
以下である。
【００６５】
　インクは、直接印刷インクジェットプロセスおよび間接（オフセット）印刷インクジェ
ット用途のための装置において使用することができる。別の実施形態は、インクをインク
ジェット印刷装置に組み入れる工程と、インクを溶融させる工程と、溶融させたインク滴
を画像様パターンで記録基材上に噴射させる工程と、を含むプロセスに関する。直接印刷
プロセスはまた、例えば、米国特許第５，１９５，４３０号において開示されている。本
明細書で開示されているさらに別の実施形態は、本明細書で開示したインクをインクジェ
ット印刷装置に組み入れる工程と、インクを溶融させる工程と、溶融させたインク滴を画
像様パターンで中間転写部材上に噴射させる工程と、画像様パターンのインクを中間転写
部材から最終記録基材上に転写する工程と、を含むプロセスに関する。特定の実施形態で
は、中間転写部材は、最終記録シートの温度より高く、印刷装置中の溶融インクの温度よ
り低い温度まで加熱される。オフセットまたは間接印刷プロセスもまた、例えば、米国特
許第５，３８９，９５８号において開示されている。１つの特定の実施形態では、印刷装
置は、インク滴が圧電振動要素の振動により画像様パターンで噴射される圧電印刷プロセ
スを採用する。本明細書で開示されているインクはまた、他のホットメルト型印刷プロセ
ス、例えば、ホットメルト型音響インクジェット印刷、ホットメルト型熱インクジェット
印刷、ホットメルト型連続ストリームまたは偏向インクジェット印刷、などにおいて使用
することができる。
【００６６】
　本明細書で開示されているゲル化剤材料の少なくともいくつかの実施形態は、第１の温
度で半固体ゲルを形成することができる。例えば、化合物を相変化インク中に組み入れる
場合、この温度はインクが噴射される特定の温度より低い。半固体ゲル相は１つまたは複
数の固体ゲル化剤分子および液体溶媒を含む動的平衡として存在する物理ゲルである。
【００６７】
　普通紙、例えば、ゼロックス（ＸＥＲＯＸ）４０２４紙、ゼロックスイメージシリーズ
紙、コートランド（Ｃｏｕｒｔｌａｎｄ）４０２４ＤＰ紙、罫線入りノート紙、ボンド紙
、シリカコート紙、例えば、シャープ社（Ｓｈａｒｐ　Ｃｏｍｐａｎｙ）シリカコート紙
、十條（ＪｕＪｏ）紙、ハンマーミル・レーザプリント（ＨＡＭＭＥＲＭＩＬＬ　ＬＡＳ
ＥＲＰＲＩＮＴ）紙、など、光沢コート紙、例えばゼロックスデジタルカラーグロス、サ
ッピウォレン（Ｓａｐｐｉ　Ｗａｒｒｅｎ）ペーパーラストログロス（ＬＵＳＴＲＯＧＬ
ＯＳＳ）など、透明材料、布、織物製品、プラスチック、ポリマーフィルム、無機基材、
例えば金属および木材、などを含む、任意の適した基材または記録シートを使用すること
ができる。
【００６８】
　噴射されたインクがゲル状態にある間に、および、硬化する前に、本明細書で開示され
ているように、粒子材料、例えば磁鉄鉱粉末、金属または他の特殊顔料、白色顔料、また
は他の大きなサイズの粒子を添加することができる。インクのゲル状態により、粒子材料
はインクに粘着し、またはインク内に埋め込まれることになり、一方、過剰の粒子材料が
、インクを有していない基材の部分に粘着せず、かつそこから容易に除去できる。
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【００６９】
　本明細書では、基材に適用される粒子として、例えば、約２５０ｎｍ以上、例えば５０
０ｎｍ以上、１μｍ以上、２～５μｍ、または５μｍ以上のサイズを有する粒子が企図さ
れる。
【００７０】
　ＭＩＣＲ読み取り可能な粒子は磁性でなければならないが、プロセスは磁性粒子、例え
ば、磁鉄鉱（しばしば、０．５μｍ以上、例えば１μｍ以上、または２～１０μｍ）に限
定されず、非磁性粒子、例えば二酸化チタン顔料および大きいに違いない他の顔料（約３
００ｎｍ、特に２５０ｎｍ以上）、クラリアント（Ｃｌａｒｉａｎｔ）オレンジＨ５Ｇ７
７０（ＰＲ６２）、および金属フレーク顔料、例えばアルミニウムまたは青銅－金（Ｃｕ
－Ｚｎ合金）を使用することができる。
【００７１】
　粒子材料はインクの約１０質量％以上、特に約２０質量％以上、より特定的には３０質
量％以上、特に１０～８０質量％、より特定的には２０～７０％を占めることができる。
【００７２】
　所望の画像濃度およびカラーロバスト性を達成するために、ある粒子および顔料は高い
負荷パーセンテージ（例えば、２０質量％以上、３０質量％以上、または５０質量％以上
、６０質量％以上、または７０質量％以上）で存在しなければならず、一方、高い負荷パ
ーセンテージは従来のインクジェット装置には適用できないが、本発明のプロセスは容易
に従来のインクジェット装置を使用し、依然として、必要とされる高い負荷パーセンテー
ジを達成することができる。
【００７３】
　粒子材料は、インク中での湿潤性を増加させるために、または硬化工程阻害に対し表面
を不動態化するために、処理またはカプセル化させることができる。処理としては、ポリ
マーシェル、有機分散剤、架橋樹脂、または修飾ゼラチンコーティングが挙げられる。
【００７４】
　粒子材料で形成された粉末へのシリカまたはステアリン酸塩などの流動補助剤（ｆｌｏ
ｗ　ａｉｄ）の添加もまた可能である。
【００７５】
　粒子材料は、ワックスでコートして、液体ビヒクルの使用が望ましくない場合に、爆発
条件の発現を阻止してもよい。例えば、金属顔料はＵＶ放射線硬化性インクにおいてすで
に使用されているアクリレートワックスでコートすることができる。
【００７６】
　実施形態では、粒子材料は適用後インクを硬化することによりインク内に密封され、そ
の後、硬化性インクの少なくとも１つの追加の層が粒子材料を含む初期層上に噴射され、
その後、さらに、硬化され、基材上のインク内に粒子材料がさらに密封される。硬化性イ
ンクの別の層は、第１の層と同じインクを含んでもよいが、必ずしも含んではいない。
【００７７】
　実施形態では、粒子材料は、画像を従来のＭＩＣＲ読み取り装置により読み取り可能と
する磁性材料である。このように、インクの噴射後に磁性材料を添加すると、画像が従来
の噴射により正確に、かつ迅速に形成され、そのため、噴射装置の劇的な変化が必要とさ
れず、または噴射装置の機能寿命が大幅に低下することがなく、一方、依然として、ＭＩ
ＣＲ画像は、従来のＭＩＣＲ読み取り装置により容易に読み取り可能なように十分な磁荷
を保持するのに十分多い磁性粒子を含んで形成される。
【００７８】
　粒子材料は、インクを基材に適用する前に、貯蔵装置中に保持させてもよい。
【００７９】
　実施形態では、システムはインクジェット装置を含む、基材上に画像を形成するための
装置と、インラインで続く、粒子を適用するための装置と、必要に応じて、インラインで
続く、過剰の粒子を除去するための装置と、インラインで続く、インクの硬化を実施する
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装置と、を含む。実施形態では、システムは、インクジェット装置を含む、基材上に画像
を形成するための装置と、インラインで続く、粒子を適用するための装置と、インライン
で続く、インクの硬化を実施するための装置と、必要に応じて、インラインで続く、過剰
の粒子を除去するための装置と、を含む。
【００８０】
　二成分磁気電子写真現像システムにおける磁性キャリアのピックアップおよび輸送にお
いて一般に使用されているものなどの、磁気送達システムにおいて使用される周知の技術
および装置は、粒子材料の配置およびインク中に埋め込まれない粒子材料の除去の両方の
ために使用することができる。このように、実施形態では、粒子材料は、粒子材料を貯蔵
装置からロール上にピックアップし、それをトリミングし、ロール上で必要とされる厚さ
の粒子化合物層を形成し、その後、それを基材上に堆積させる磁気ロールにより、基材に
送達させることができる。後の工程において、インク画像に粘着していない過剰の粒子材
料は、第２の磁気ロールにより除去され、貯蔵装置に戻され、その後、再利用のために第
１の磁気ロールに戻される。
【００８１】
　インクはまた、粒子材料を適用した後に加熱して、さらに、粒子材料のインク中への浸
透を増強させてもよい。
【００８２】
　磁場または遠心力の使用を採用して、粒子材料の噴射されたインク中へのより大きな浸
透を達成してもよい。磁力は、粒子を力の源から遠ざけ、またはインク中に追い払うため
に使用してもよく、または、反対側から、粒子を力の源およびインク中に向かって引っ張
るように使用してもよい。遠心力は、基材およびインクを円を描くように動かし、基材を
回転することにより適用することができ、その遠心力により、粒子はさらにインク中に、
基材に向かって引き寄せられる。
【００８３】
　このように企図されたシステムはさらに、粒子を噴射されたインク中に、硬化前にさら
に埋め込むための装置を含んでもよい。粒子を噴射されたインク中にさらに埋め込むため
の装置は、インクを加熱するための装置、遠心力または磁力などの力を使用する装置、ま
たはこれらの技術の組み合わせを使用する装置を含んでもよい。
【００８４】
　初期層の硬化前または後に、粒子化合物／インク混合物をインクの１つまたは複数の層
でオーバーコートまたはカプセル化して、インク内の粒子材料の安定性をさらに確保する
ことも可能である。
【００８５】
　インクの１つまたは複数の追加の層は、無色のインクまたは少なくとも１つの着色剤を
含むインクを含むことができる。
【００８６】
　インクの１つまたは複数の層の硬化は、放射線硬化を含む任意の公知の方法により達成
してもよい。放射線硬化は、光源および熱源を含み（しかしながら、それらに限定されな
い）、開始剤の存在または非存在を含む、放射線源への暴露による硬化の全ての型を含む
。放射線硬化の例としては、必要に応じて、光開始剤および／または増感剤の存在下での
、例えば、約２００から約４００ｎｍの波長を有する紫外（ＵＶ）光、可視光、など、必
要に応じて、光開始剤の存在下でのｅ－ビーム放射線、必要に応じて、高温熱開始剤（相
変化インクにおいて使用された場合、噴射温度では概して不活性であってもよい）の存在
下での、熱硬化、およびそれらの適当な組み合わせが挙げられる。
【００８７】
　企図されたシステムは、インクの１つまたは複数の層を硬化するための装置、例えば、
インクに放射線を適用し硬化させる放射線源を含む。放射線源は上記で詳述された通りと
してもよい。
【実施例】
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　７．５質量％のアミドゲル化剤（ゲル化剤は米国特許第７，２７９，５８７号の実施例
２において完全に記載されている）と、５．０質量％のウニリン３５０－アクリレートと
、１．０質量％のイルガキュア（ＩＲＧＡＣＵＲＥ）８１９と、３．５質量％のイルガキ
ュア１２７と、０．２質量％のイルガスタブ（ＩＲＧＡＳＴＡＢ）　ＵＶ１０と、５．０
質量％のＳＲ３９９ＬＶと、７７．８質量％のＳＲ９００３と、を含む無色ＵＶインク調
合物を使用して、Ｋ－プローフ（Ｐｒｏｏｆ）画像を作成した。
【００８９】
　使用したＫ－プルーファー（Ｐｒｏｏｆｅｒ）は、それぞれ、約９．４×４．７ｃｍの
３つの長方形グラビアパターンを有する。第１の長方形のセル密度（ｃｅｌｌ　ｄｅｎｓ
ｉｔｙ）は名目上、１００％であり、第２の長方形では８０％、第３の長方形では６０％
である。実際にはこのＫ－プルーフプレートにより、厚さ（または高さ）が約５μｍのフ
ィルム（またはピクセル）が得られる。マイラー（Ｍｙｌａｒ）シート（ゼロックスユニ
バーサルクリアトランスペアレンシーズ（Ｘｅｒｏｘ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｃｌｅａｒ
　Ｔｒａｎｓｐａｒｅｎｃｉｅｓ）パート＃Ｒ４４４６）をコートした後に堆積させたイ
ンクの重量は０．３２３ｇであった。ＵＶゲル像にその後、２３０メッシュスクリーンを
通してふるい分けした磁鉄鉱粒子（トダ（ＴＯＤＡ）（日本）ＭＴＨ－００９Ｆ）を振り
かけた。磁鉄鉱の積み重なりを振り落とした。より高いセル密度の長方形が、より低い密
度のパターンよりわずかに暗く現れた。ゲル上に堆積させた磁鉄鉱の総重量は０．３０９
ｇであった。このように、「負荷」は画像を形成するインクの約９０質量％であった。
【００９０】
　硬化は、全出力で動作させたＵＶヒュージョンライトハマー（Ｆｕｓｉｏｎ　Ｌｉｇｈ
ｔ　Ｈａｍｍｅｒ）６を用いて、ＵＶ「Ｄ」バルブを用いて実施した。試料を、ＬＣ－６
ベンチトップコンベヤー（Ｂｅｎｃｈｔｏｐ　Ｃｏｎｖｅｙｏｒ）を用いて３２ｆｔ／分
でランプ下を通過させた。磁鉄鉱で処理したインクは部分硬化を受け、粘度が増加し、ゴ
ム状になった。同じ硬化条件下で、磁鉄鉱を有しない同じＵＶインクは硬化して固いフィ
ルムとなった。粒子化合物の負荷％を９０質量％未満に減少させると、おそらく、より完
全な硬化が得られるであろう。また、イルガキュア８１９（感光性が低いホスフィンオキ
シド）量を増加させても、粒子材料の受理後、インクの硬化能力が増加する可能性がある
。
【００９１】
［付記］
　（１）前記少なくとも１つの微粒子材料は、磁性材料、サイズが２５０ｎｍより大きな
顔料、または金属フレーク顔料である、請求項１記載の方法。
【００９２】
　（２）前記微粒子材料は、磁性微粒子材料であり、ゲル化剤と、前記微粒子材料と、を
含む前記硬化性インクは、ＭＩＣＲ読み取り装置により読み取ることができる画像を形成
する、請求項１記載の方法。
【００９３】
　（３）前記硬化工程の前または後に、前記基材および前記インクから過剰の微粒子材料
を除去する工程をさらに含む、請求項１記載の方法。
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